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研究成果の概要（和文）：
本研究は、途上国における教育政策評価がどの程度の有効性をもって実施されているのかにつ

いて、「万人のための教育―ファスト・トラック・イニシアティブ（EFA-FTI）」などの国際的な
教育開発援助の影響を勘案しながら、教育政策の策定・実施状況がどのように評価され、その評
価が次のサイクルの政策形成過程においてどのような形で活かされているのかについて、実証的
に明らかにすることを目指して実施した。とくにカンボジアとフィリピンを事例として選び、途
上国における教育政策評価がいかにして行なわれているのかについての具体的な検証を試みた。
こうした目的で行った本研究では、幅広く教育政策評価についての指標のあり方などについて

検討を加え、その成果を英文のディスカッション・ペーパーとして発表した。その作業を踏まえ
て、実際に評価指標が現地の実状に即したものとなっているのかどうか、また、政策形成過程で
それらの指標がどの程度活用されているのかといった点について、カンボジアにおいて現地調査
を数字にわたり行った。現地調査の結果は、国際会議の場で口頭発表したり、論文として公表し
た。また、カンボジアと比較して教育開発援助の影響が少ないフィリピンにおいて、近年の教育
改革のなかで教育政策がどのように形成されたのかについて、「学力」問題と「愛国心」教育に
焦点をあてて分析し、論文を執筆した。
さらに、途上国の教育政策評価の基礎となる考え方の整理やジェンダーの観点からの議論を構

築するとともに、「持続可能な開発のための教育（Education for Sustainable Development: ESD
）」に関する教育政策のあり方についても検討を行った。このESDは、途上国のみならず先進国で
も多様な教育活動に取り組むことが目指されているが、いずれの国・社会でも十分に実践が積ま
れているとはいえない。そのため、本研究ではとくにカンボジアをその事例対象として選定し、
途上国の文脈におけるESDの実践とその評価のあり方について検討を加えるとともに、先進国も
含めた他の国・社会への応用可能性を論じた論文を発表した。

研究成果の概要（英文）：

Given the increasingly growing importance of demonstrative data in the process of

educational policy formulation, many countries adopt education indicators in the

evaluation of their policies. In this research project, I reviewed the utilization of

various education indicators for the purpose of understanding the educational situation

in developing countries. I also examined how such indicators could be applied in

connection with educational development assistance to developing countries, with a

particular focus on Education for All – Fast-Track Initiative (EFA-FTI). For this purpose,

I conducted field researches in Cambodia and Philippines and wrote up several articles

which were presented in academic journals and at international conferences.
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For instance, in one of the articles, I reviewed how the Philippines has been undertaking

its education reforms with particular focus on the most recent reform of the basic

education curriculum and examines what impact such reform has had on the academic

performance of students. By analyzing these issues, the paper discussed how the government

of the Philippines has been trying to rebuild their national identity and promote national

integration through education reforms while meeting the needs and demands of the

knowledge-based economy in the era of globalization.

There is another paper I focused on the significance of the concepts of EFA and ESD

occurring in attempts at education reform and education improvement in developing

countries, and discussed the issues found therein. Within this discussion, I examined

hy it is important to implement ESD on multiple occasions along with the promotion of

EFA, with particular focus on the importance of the role of education in achieving a

democratic society.
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１．研究開始当初の背景
途上国の教育政策評価の重要性について

は、それまでに Haddad（1995）や Buchert
（1998）、Williams and Cummings（2005）を
はじめとする多くの研究で指摘されてきた。
また、国連教育科学文化機関（ユネスコ）や
経済協力開発機構（OECD）などの国際機関や
先進国の援助機関、市民社会組織による調査
研究も数多く実施されてきた。それらの例と
しては、ユネスコの『EFA グローバル・モニ
タリング報告書』や OECD による『図表で見
る教育』といった年次刊行物、教育政策評価
における統計の活用について検証した UIS
（2002）、非政府組織（NGO）の Oxfam による
Watkins（2000）などを挙げることができる。
しかしながら、これらの調査研究の多くは、
途上国の教育状況に関する詳細な分析を行
ってはいるが、必ずしも教育政策評価の有効
性について具体的な検証を行っているわけ
ではない。

申請者は、ユネスコ本部教育局に勤務をし
ていた際、途上国の教育政策評価のためのガ
イドライン作成や統計指標の開発に関する
業務に携わった。また、これまで途上国（主
にインドシナ諸国ならびに南アジア諸国）の
基礎教育政策の策定状況に関して、とくに
FTI に焦点を当てた研究を行ってきた。こう
した研究ならびに実務の経験を通して、現在、
一般的に行われている途上国の教育政策評
価が、当該国の教育状況を改善するうえで必
ずしも実効性を伴ったものではないという
問題認識をもつに至ったことが、本研究を着
想した動機であった。

２．研究の目的
教育政策をはじめとする公共政策の形成

や決定の過程において、従来の政策に対する
評価を踏まえることが欠かせない。しかしな
がら、多くの国ではこうした「評価」にもと
づく政策形成が十分に行われてきたとは言
い難い。とくに、公共セクターの能力が未だ



に脆弱な開発途上国（以下、途上国）にとっ
ては、教育政策の策定過程における政策評価
の活用は困難な課題である。そのため、本研
究では、途上国における教育政策評価がどの
程度の有効性をもって実施されているのか
について、国際的な教育開発援助のイニシア
ティブである「万人のための教育（EFA）－
ファスト・トラック・イニシアティブ（FTI）」
に注意を払いつつ、いくつかの途上国の事例
を取り上げることで、実証的に明らかにする
ことを目指した。

３．研究の方法
本研究の目的を達成するために、教育政策

の形成過程に関する研究を、主にカンボジア
とフィリピンを事例として実施した。とくに、
（1）教育政策の実効性に関する研究（教育
セクターの分析）、（2）教育政策の形成過程
に対する開発援助の効果に関する研究、（3）
教育政策評価を行う際の分析枠組みに関す
る研究（教育指標群の開発を含む）といった
3 つの観点から、文書分析や聞き取り調査を
中心に現地調査を行った。

４．研究成果
本研究では、幅広く教育政策評価について

の指標のあり方などについて検討を加え、そ
の成果を英文のディスカッション・ペーパー
として発表した。その作業を踏まえて、実際
に評価指標が現地の実状に即したものとなっ
ているのかどうか、また、政策形成過程でそ
れらの指標がどの程度活用されているのかと
いった点について、カンボジアにおいて現地
調査を数字にわたり行った。現地調査の結果
は、国際会議の場で口頭発表したり、論文と
して公表した。また、カンボジアと比較して
教育開発援助の影響が少ないフィリピンにお
いて、近年の教育改革のなかで教育政策がど
のように形成されたのかについて、「学力」問
題と「愛国心」教育に焦点をあてて分析し、
論文を執筆した。
さらに、途上国の教育政策評価の基礎とな

る考え方の整理やジェンダーの観点からの議
論を構築するとともに、「持続可能な開発のた
めの教育（Education for Sustainable
Development: ESD）」に関する教育政策のあり
方についても検討を行った。このESDは、途上
国のみならず先進国でも多様な教育活動に取
り組むことが目指されているが、いずれの国
・社会でも十分に実践が積まれているとはい
えない。そのため、本研究ではとくにカンボ
ジアをその事例対象として選定し、途上国の
文脈におけるESDの実践とその評価のあり方
について検討を加えるとともに、先進国も含

めた他の国・社会への応用可能性を論じた論
文を発表した。
個別の研究成果として、フィリピンの教育

政策に関する研究と、カンボジアのESDについ
ての研究で明らかにした諸点について、以下
に述べる。

（1） フィリピンの教育政策分析
東南アジア諸国はグローバル化の影響を受

けつつも、教育改革を通してナショナル・ア
イデンティティの再構築を試みている。そう
した試みは、本研究の分析対象であるフィリ
ピンにおける教育改革への取り組みにも表れ
ている。それと同時に、多民族国家のフィリ
ピンでは、国民統合のための新教科「マカバ
ヤン」導入の陰に、経済成長を続けるための
学力向上という課題が見え隠れしている。こ
こには、教育改革を進めるなかで「国民統合
」と「学力向上」という2つの課題を同時に解
決しようとするフィリピン教育省の意図をみ
ることができるが、これらの課題への取り組
みは常に両立できるわけではなく、ときには
対立の構造が生まれることも考えられる。
2002年の基礎教育カリキュラムの導入にあた
っても、マカバヤンという「国民統合」のた
めの教育改革が前面に押し出されるなかで、
むしろ主要教科における「学力向上」が改革
の真の意図であったと解釈することもできる
。
ただし、本研究では、2002年基礎教育カリ

キュラムによって導入された新教科「マカバ
ヤン」が、実際に生徒たちの間でフィリピン
人としてのナショナル・アイデンティティを
涵養するうえで、いかなる影響を及ぼしてい
るのかについて検証するまでには至っていな
い。また、学力に関わる課題についても、英
語力の向上に関しては一定の成果を上げつつ
あることが垣間みられるが、そうした英語力
の向上が数学や科学の学力向上に結び付いて
いるのかどうかについては明確な影響をみい
だすことができなかった。さらに、以前の中
等教育カリキュラム（NSEC）のもとで実施さ
れていたNSATにおいては、平均得点と経済レ
ベルとの間に相関関係がみられたのに対して
、2002年基礎教育カリキュラムのもとで行わ
れているNATでは、そのような相関がみられな
いことの理由について、今後さらなる検証を
行っていく必要がある。そうした作業を通し
て、学校レベルでの課題のみならず家庭や地
域社会との関係性における課題なども含めて
、「国民統合」と「学力向上」という教育改革
の目的がどのように実現されているのか（あ
るいは実現されていないのか）について明ら



かにしていくことが欠かせない。
このように本研究では、フィリピンの教育改
革における「国民統合」と「学力向上」とい
う課題に関して、非常に限られたデータにも
とづき、あくまでも試論的に論じたに過ぎな
い。したがって、今後の課題として、同国の
教育改革に関する分析をさらに深めるため
に、地道な実証研究を重ねていくことが不可
欠である。さらに、そうした研究を積み上げ
るなかで、グローバル化の進む今日の世界に
おける国民教育のあり方を考えていくこと
は、他の東南アジア諸国のみならず、学力問
題をめぐり狭量な教育論が交わされがちな
日本の教育改革のあり方について考えてい
くうえでも、多くの示唆を得ることができる
であろう。

（2） カンボジアのESD
本研究では、カンボジアにおけるESD推進の

取り組みについて、EFAとの関連を踏まえて概
観した。カンボジアの教育を考える際にはESD
とEFAを切り離して考えることはできず、それ
らがどのように相互補完的な関係にあるのか
ということを常に意識しなければならない。
とくに、EFAは学校ならびに学校外での多様

な教育のあり方を視野に入れつつも、その中
心的な関心は学校教育の量的ならびに質的な
充実にある。また、EFAを推進するなかで、基
本的には国際合意にもとづき政府をはじめと
する公的機関が最も大きな責任を担い、他の
さまざまなステークホルダーとともに基礎教
育の拡充を図ることが目指されている。こう
したいわばトップダウン的ともいえるEFAの
特徴に対して、ESDは主体的な市民による自発
的な教育活動を中心とするまさにボトムアッ
プの営みであり、対象とする領域も日常生活
や社会形態、自然環境などに関する幅広い問
題を含んでいる。また、持続可能な社会を実
現するうえで欠かせない生涯学習の一環とし
て、EFAとESDを位置づけることが重要である
。
したがって、本研究でも、カンボジアの教

育におけるESDを紹介するにあたり、常にEFA
との関連性（たとえば学校教育のなかでの位
置づけなど）について意識しながら概観した
。たとえば、アカデミックな教科の達成度を
高めるだけではなく、ライフ・スキルを獲得
・向上するうえで重要な知識・技能を伝達す
るためにも、教育の質を改善することが不可
欠であり、そういった観点から学校教育にお
けるESDの重要性は非常に高い。また、ESDの
概念にもとづくことによって、学校教育とノ
ンフォーマル教育を有機的に連関させること
が可能になる。これらの点については、本研

究で概観したように、さまざまな政策枠組み
が策定され、積極的に実践されてはいるが、
いまだに多くの取り組みが量的にも質的にも
不十分なものであることも否めない。
こうした状況を改善するために、先述のよ

うにESDの実践は基本的に市民が主体となっ
て推進されるべきではあるが、同時に政府を
はじめとする公的機関の積極的な関与も欠か
すことができない。その意味で、カンボジア
王立アカデミー（Royal Academy of Cambodia
）のなかにESDフォーカル・ポイント（National
ESD Focal Point）が置かれているが、これま
で十分に機能を果たしてきたとは言い難いこ
とは、残念な状況である。しかし、2011年の
いずれかの時点で、国家ESD運営委員会（
National ESD Steering Committee）が立ち上
げられる予定である。国連ESDの10年は2014
年には終了するが、ESDを推進するための取り
組みは長期的に継続されるべきであり、国家
レベルでESD推進のための包括的な組織を立
ち上げることには一定の意義があると考える
。

これらの研究成果は、学術的な意義のみな
らず、国際機関や援助機関において活用され
ることも重要であると考えており、これまで
に実務関係者との意見交換も積極的に行って
いるが、今後も研究成果の活用などについて
幅広い立場の専門家たちと議論をしていく予
定である
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